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校・学校不適応状態の幼児児童生徒への指導・支援」
に課題を感じている教員が各研修種で割合が高い、③
新任期の教員は「授業を展開していく実践力」「学級
づくりの手立て」といった課題に直面している、④「教
科や授業論に関する学術的専門知識」「子どもの成長・
発達に関する学術的専門知識」に課題を感じている、
⑤「養成期・採用時に身に着けておくべき資質・能力」
として現職教員が考える内容は新任期の教員が直面し
ている課題とほぼ共通している、といった内容である
（松岡他，2017および2018）。
このような分析を受け平成29年度では、上記の養
成・育成上の課題をより明確にするために、「教員の
養成と研修に関わる意識」アンケート調査を学部₄年
生、初任者研修・₅年経験および10年研修参加者を対
象に実施・分析した。ここでは調査結果の概要と、養
成および各年次研修間相互の関係を報告する。
Ⅱ．方法
₁．対象
平成29年度宮城教育大学教育学部₄年生（教職実践
演習出席者）、平成29年度に宮城県および仙台市教育
委員会の実施した初任者研修、₅年経験者研修、10年
経験者研修の参加者を対象とした。そのうち下記のア
ンケートを回収でき、すべての項目が記入・記載され
ていた、学部₄年生（319名）、初任者研修（321名）・
₅年経験（329名）・10年研修参加者（209名）を集計・
分析の対象とした。対象者の男女比は男48.3％（562
名）、女51.7％（601名）であった。
現職教員（859名）についてみると、所属教育委員
会は、宮城県教育員会が66％（567名）、仙台市教育
委員会が34％（292名）である。所属学校種は、小学
校46.8％（402名）、中学校29.8％（256名）、高等学校
17.8％（153名）、中等教育学校0.2%（₂名）、特別支援
学校5.4%（46名）である。宮城教育大学の卒業・修了
生は34.0%（292名）であり、宮城県145名、仙台市147
名であった。
₂．調査内容
①調査対象者の基本情報（研修種・所属教育委員会・
性別・勤務校など）、②調査時点における「教員に求
められる資質・能力」の自己評価、③新任時に身につ
けておくべき「教員に求められる資質・能力」のそれ
ぞれについて、「ほとんど身についていない」・「あま
り身についていない」「どちらともいえない」「少し身
についている」「かなり身についている」の₅件法に
より調査した。なお資質・能力は、「教科指導」「生徒
指導・教育相談」「学級・学校づくり」「教員業務にか
かわるその他の資質」「社会人としての素養」の₅項
目群から構成されている。このうち②・③とも「教科
指導」「学級・学校づくり」「教員業務にかかわるその
他の資質」は₆つの下位項目から、「生徒指導・教育
相談」「社会人としての素養」は₇つの下位項目から
なる。回答は下位項目の選択肢のマークシートを塗り
つぶす形式であり、加えて、教員養成・研修の在り方
について、自由記述での回答を要請した（付録₁：学
生用アンケート，付録₂：現職教員用アンケートを参
照のこと）。
₃．手続き
教育学部₄年学生は「教職実践演習」全体会におい
て、現職教員は宮城県・仙台市両教育委員会の主催す
る各年次研修開催時に、アンケートを配布・記入・回
収することを基本とした。その場で記入・回収できな
い場合には、配付時に使用した封筒にて別納郵便扱い
で回収した。回収した調査用紙は、マークシートの読
み取りとＣＳＶ形式ファイルへの変換、自由記述のテ
キスト入力を専門業者に依頼した。
Ⅲ．結果と考察
₁．養成段階・各年次研修段階の結果概要
図₁は、学部生、各研修参加者のアンケート調査結
果の概要である。₅件法尺度による評定であり単純な
比較はできないが、学部学生・現職教員の各段階の研
図₁　アンケート結果の概要
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修参加者の質問項目群に対する大まかな回答傾向を把
握することができる。
全ての回答者群において、「教科指導」項目群は他
項目群より評定が相対的に高い。逆に「生徒指導」「学
級経営」関連項目群は、全回答者群で低い傾向にある。
回答者群間を大まかに比較すると、「初任研参加者」
の評定が全項目で低く、この傾向は、教員になる前の
段階の学部₄年生と比較しても低い傾向を示す。この
傾向は、上記の先行研究（松岡他，2017・2018）で示
されている傾向と同様である。
₂．養成段階・各年次研修段階間相互の関係
アンケート項目群の中でも、教員業務の中心と想
定される「教科指導」「生徒指導」「学級経営」の質問
項目（19項目）において、学部学生と研修の各段階の
回答傾向について、ノンパラメトリック検定（SPSS，
Ver.23使用）で多重比較を行った。その結果、19項目
中「学部学生－初任研参加者」で17、「学部学生－₅年
研参加者」で₈、「学部学生－10年研参加者」13の各項
目で有意差（p<0.05）を確認した。図₂－図10は、上
記の19項目のうち特に差の大きい₉項目について、学
部生と初任研参加者、₅年研参加者、10年研参加者、
それぞれの回答者群間の関係を図示したものである。
初任者の自己評価が最も低く、₅年・10年と経験を経
るにしたがい、上昇する傾向を示す。
学校における教員としての実践や教育委員会等が
開催する研修会、学校内の研修を積み重ねることで、
教員の資質・能力の自己評価が高まることが推定され
る。
「初任研参加者」と「₅年研参加者・10年研参加者」
との違いに関して検討する。「教科指導」の質問項目
群において特に差が大きいのは、「授業展開」と「学習
図₂　「教科に関する専門知識」自己評価
図₃　「授業を展開していく力」自己評価
図₄　「学習成果を評価する力」自己評価
図₅　「幼児児童生徒を理解する力」自己評価
図₆　「発達障害児を指導・支援する力」自己評価
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　図₇　「不登校児等を指導・支援する力」自己評価
図₈　「学級集団を把握・理解する力」自己評価
図₉　「学級づくりの力」自己評価
図10　「保護者への対応する力」自己評価
成果の評価」に関する項目である。教科専門の力は、
相応に有していると感じているようであるが、授業を
展開し、幼児児童生徒の学習成果へと結びつける力量
について、不安を持っていることが分かる。
「生徒指導および教育相談」の項目群の中で、「初任
研参加者」と「₅年研参加者・10年研参加者」との間
で差が大きいのは「幼児児童生徒理解」に関してであ
る。教育実習等で子供たちと触れ合う機会が有しては
いるが、それは教育実習生と実習生を受け入れる学校・
学級の児童生徒との関係であり、担任等と児童生徒と
いった一定の深い対人的・教育的関係とは異なる性質
のものと考えることもできる。一方、「発達障害児へ
の指導・支援」「不登校・学校不適応への支援」につ
いては、難しい課題であるとの認識が回答者全般にあ
ると考えられる。
「学級経営・学校経営」の項目群の中で、「初任研参
加者」と「₅年研参加者・10年研参加者」との間で差
が大きいのは、「学級集団の把握」「学級づくり」「保
護者への対応」である。これらは一般的に現職教員に
とっても難しい要素を含む課題であり、初任者にとっ
ては、かなり手強い現実的課題であると容易に想定で
きる。「学級集団の把握」「学級づくり」は、ひとり一
人の子どもの教科学習を促すこと、生活指導上の課題
を改善することなど、といったある意味で「焦点化し
得る取り組み」とは異なる。「学級づくり」は複数の子
どもから成る集団、さらにはその集団と教員が、ある
種の方向性を持って、要素の塊である集団を目的を有
した組織体へと構造化していく作業プロセスである。
この組織体は、個々の子ども個人には還元できない自
律的な動きをする「生き物」である。初任研参加者の
多くは、児童生徒時には構成要素として組織体に組み
込まれてはいたであろうが、それを構造化する営みそ
のものにはほとんど係わりをもったことがあるとは言
えない。教員となって初めて、この複雑で難しい営み
である「学級経営」を行う立場を経験する。「学級経営」
は、大学における学術分野としては取り扱うことが難
しいが、学校教育の現場では喫緊の課題となる領域と
考えられ、養成・研修の初期の段階でも十分考慮され
るべきものであると考えられる。
₃．学部学生・各研修段階における変容
年齢的にも、また、経験・実績が比較的近いと想定
される「学部生－初任研参加者」を統計的に比較する
と、32項目中29項目で認識に違いがある。一方、「学
部生－₅年研参加者」の意識傾向は似通っている。こ
の点から、初任者は、学校現場における自らの取り組
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むべき課題の難しさを強く意識している傾向があるこ
とが示唆された。上記で述べたように「教科指導」「生
徒指導」「学級経営」の質問項目（19項目）に限定する
と、「学部学生－初任研参加者」間で回答傾向が最も
大きく異なり、「学部生－₅年研参加者」では類似し
た傾向に変容する。そして「学部生－10年研参加者」
では再度、回答傾向の違いが拡大する。
初任研参加者から₅年研参加者、さらに10年研参加
者といった具合に、現職教員としての経験を経て、徐々
図11　学部学生と各研修段階の意識傾向の差
にさまざまな課題に対応できる資質・能力が形成・促
進されていくことは、一般的な想定の範囲である。
一方、学部学生の「資質・能力」の自己評価が初任
研参加者と有意な差を示すことは、養成段階における
学生の「教員となっていく資質・能力の自己評価」が
高いことであり、言い換えれば養成期を終えて教員と
して入職する直前の自信と充実感を示している。一方、
採用・入職後の各研修段階における回答傾向と照合し
て検討すると、松岡他（2017・2018）の記述内容の分
析にある「初任者として教育現場で遭遇・体験するさ
まざまな困難・課題と養成段階の内容・方法との乖離
を示唆してる」ことを数量的に確認したことになる。
新人教員は「自信をもって初任地に赴任するが、長
い期間を置かずに、現実の厳しさを認識する」ことに
なる。この「初任地で経験した厳しさ」を、その後₅
年間の勤務校での経験や支援、各種研修により徐々に
克服してゆき、10年後には学部生のもつ意識とは違っ
た傾向と自信をもった教員となっていくことが示唆さ
れる。これらから、初任から₅年間の各研修と学校現
場での支えと学びの重要性が推測できる。
一方、大学における養成については、学生に現実課
題の厳しさの認識を促すには至っていないことも示し
ている。学生は「根拠の十分とは言えない現状認識と
自信」を持ち翌年度から入職するが、その反動と思わ
れる自信喪失にあまり時間を置かずに陥る可能性を排
除できない。学部の教員養成段階では、本稿で確認し
たようなエビデンスを踏まえた、シラバスの構成、学
生指導・支援の内容・方法の検討も必要と考えられる。
Ⅳ．文献
松岡尚敏・村上由則・出口竜作・堀田幸義（2017）：宮城教育大
学における教員養成教育の軌跡と展望（2）：「イノベー
ティブ・ティーチャー」育成の視点から，宮城教育大学
紀要，51，19-35.
松岡尚敏・村上由則・出口竜作・堀田幸義（2018）：宮城教育大
学における教員養成教育の軌跡と展望（3）－「イノベー
ティブ・ティーチャー」育成の視点から－，宮城教育大
学紀要，52，71-84.
＊＊＊＊＊＊　以下　付録　＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊
学生用アンケート
現職教員用アンケート
（平成30年₉月28日受理）
宮城教育大学における教員養成教育の軌跡と展望（4）
- 331 -
宮城教育大学紀要　第53巻　2018
- 332 -
宮城教育大学における教員養成教育の軌跡と展望（4）
- 333 -
宮城教育大学紀要　第53巻　2018
- 334 -
宮城教育大学における教員養成教育の軌跡と展望（4）
- 335 -
宮城教育大学紀要　第53巻　2018
- 336 -
宮城教育大学における教員養成教育の軌跡と展望（4）
- 337 -
宮城教育大学紀要　第53巻　2018
- 338 -
宮城教育大学における教員養成教育の軌跡と展望（4）
- 339 -

